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共謀罪法案に反対する声明

年 月 日2017 3 15
立憲デモクラシーの会

政府は、広範囲にわたる犯罪を計画段階で処罰する「共謀罪」法案（組織的犯罪処罰法

改正案）の今国会での成立を図っている。同法案は、対象とする数が当初案より絞られた

とはいえ、 もの罪を対象とするもので、刑事罰の謙抑性の原則（人権を制約しかねな277
い刑事罰は必要最小限に留めるという原則）や、犯罪行為が既遂の場合に処罰するという

原則など、刑事法の基本原則を揺るがしかねないとして、刑事法研究者からも広く、懸念

や批判の声があがっている。

政府は、国際的な組織犯罪の防止に関する国連条約（以下「国際的組織犯罪防止条約」

という）を批准する上で同法案が不可欠であると説明している。しかし、この条約は、

という英語名からも分かる通り、国境を超Convention against Transnational Organized Crime
える の活動防止を目的とするものである。organized crime

とは、マネーロンダリング、違法薬物・銃器の密輸・密売、売春目的でorganized crime
、 （ 「 」、の人身取引等の犯罪を 利得を目的として継続的に行う集団を指す 日本で言う 暴力団

外国で言う「マフィア 。 を「組織的犯罪」と訳すこと自体、妥当性に疑」） organized crime
念があるが、 もの罪につき、共同で行う目的を持つ人の集まりを包括的に「組織的犯277
罪集団」とし、その活動を計画段階で処罰対象とする共謀罪法案と、国際的組織犯罪防止

条約とでは、そもそもの趣旨・目的が異なる。各国に立法対応の余地を広く認める条約の

文言（ ）が、条約の本来の趣旨を超えて、異なる目的のために濫用されている疑いがあ*
る。同条約の公式「立法ガイド」も、各国の刑事法の諸原則に基づく法整備を求めるのみ

で、共謀罪の導入を必須とはしていない。

また、政府は東京オリンピックを控えたテロ対策を、同法案が必要な理由として挙げて

いるが、テロ対策を目的として、爆弾テロ防止条約、人質行為防止条約、航空機不法奪取

防止条約等、数多くの条約がすでに締結されており、それらと国際的組織犯罪防止条約と

は体系をそもそも異にしている。

以上で述べた通り、国際的組織犯罪防止条約を批准するために、あるいはテロ対策のた

めに、共謀罪法案の成立が必要であるとの政府の説明はきわめて不十分であり、納得のい

くものとは言い難い。刑事罰の謙抑性、既遂処罰の原則等の刑事法の基本原則を揺るがし

かねないものである以上、なおさら、立法の合理性・必要性は厳密に立証されるべきであ

る。

同法案については、法務大臣の指示で法務省が、正式の法案提出を待って国会で議論す
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べきだ（つまり、それまでは議論すべきでない）との文書をマスコミ各社に配付した後、

撤回・謝罪にいたるなど、政府による説明の内容のみならず、審議に向けた政府の姿勢に

も疑問がある。立法の合理性・必要性に深い疑念の残る法案を十分な説明もないまま、数

の力で無理やり押し通せば、日本の議会制民主主義に対する国民の信頼をますます損なう

こととなろう。

国際的組織犯罪防止条約は、犯罪集団( )を、 人以上からなる継* organized criminal group 3
続的集団で、 年以上の拘禁刑で処罰されるべき犯罪の実行を目的とし、金銭その他の物4
質的利益を直接または間接に獲得することを目的とするもの、と広く定義している。


